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照射し，海面で散乱されて戻ってきた電波をスペクトル
解析することによって，表層の流れや波浪などを観測す
る装置である。この装置の特徴として，波浪や海流など
の面的分布を求めることが可能である点と，陸上に装置
を設置するだけなので，維持管理が容易である点の 2点
を挙げることができる。なお，短波海洋レーダの波浪観
測可能範囲は，現在，気象庁が国内に展開しているCバ
ンド（5.82 GHz）の波浪レーダ（池田ら，2014）よりも広い。
短波海洋レーダを用いた沿岸域の流れに関する研究

1.　はじめに

短波海洋レーダとは，沿岸から短波帯の電波を海面に
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要　旨

短波海洋レーダによる波浪研究の現在までの進展について紹介する。短波海洋レーダが
受信する波浪からの後方散乱電波のドップラースペクトルには，波浪を構成している全て
の自由波成分が関与している。このため，ドップラースペクトルから波浪スペクトルを推
定することが可能である。その推定手法には，半経験的な手法，パラメータ適合による手
法，線形インバージョン法，非線形インバージョン法がある。この中で，半経験的な手法
が最も広く使われている。半経験的な手法とは，ドップラースペクトルと波浪パラメータ
との関係式において未知の係数を経験的に求めることによって波浪パラメータを求める手
法である。パラメータ適合による手法は，広ビーム型短波海洋レーダで得られるドップ
ラースペクトルの解析のために開発された。線形インバージョン法は，狭ビーム型短波海
洋レーダで波浪スペクトルを求める手法として最もよく知られた手法であり，ドップラー
スペクトルと波浪スペクトルとの関係式を波浪スペクトルについて線形な式に近似してか
ら，波浪スペクトルを求める手法である。非線形インバージョン法は，日本で最も精力的
に開発が進められている手法であり，線形インバージョン法を高度化した手法である。短
波海洋レーダによる波浪推定精度を高めるためには，推定手法の高精度化とともに，SN（信
号対雑音）比の高いドップラースペクトルを選択する手法の開発が必要である。このこと
によって ,沿岸域における波浪の高い精度での予報が可能となることが期待される。
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は，これまで数多く行われており，短波海洋レーダは，
流れの観測装置として一定の評価を得ている。ただし，
短波海洋レーダによって計測される海の流れは，高々深
さ 1 m程度の表層の流れであり，風の影響を大きく受け
ている。一方，短波海洋レーダを用いた波浪に関する研
究の数は，流れに関する研究の数に比べてはるかに少な
い。この理由としては，短波海洋レーダによる波浪の推
定が，雑音の影響を受けやすいことと，流れの計測より
も複雑であることが挙げられる。
短波海洋レーダには，主に 2つのタイプがある。1つ

は，コンパクトな受信アンテナを用いて，レーダに対し
てあらゆる方角からの散乱電波を受信する，広ビーム型
レーダと呼ばれるタイプである。広ビーム型レーダでは，
受信電波の方向検知アルゴリズムによって，海の流れの
視線方向成分をレーダに対する方角ごとに求めることが
可能である。しかし，波浪に関する方向検知アルゴリズ
ムは開発されていない。広ビーム型は CODAR社（米国）
が開発した方式である。他の 1つは，配置する受信アン
テナの数を増やすことによって，散乱受信電波の方向分
解能を高くしたタイプである。このタイプには，フェー
ズドアレイレーダやデジタルビーム形成レーダが含まれ
る（藤井，2001）。以下では，これらのタイプを狭ビーム
型レーダと呼ぶ。狭ビーム型レーダは，アンテナ設置の
ための広い敷地が海岸付近に必要である。狭ビーム型
レーダの世界的な製造・販売シェアは，HELZEL社（ド
イツ）によるWERAレーダが最も高い。しかし，日本で
使用されている狭ビーム型レーダのほとんどは，国内で
製造されたものである。
久木（2004）は，短波海洋レーダによる波浪研究につ

いて詳しく紹介している。本総説では，その概要と，そ
れ以降の波浪研究について紹介するとともに，主に狭
ビーム型レーダによる波浪推定について解説する。

2.　 波浪研究の現況と海洋レーダによる波浪研
究の位置づけ

海上に風が吹くと，大気海洋間で運動量の交換が起こ
る。すなわち，波浪が生じ，表層の流れが引き起こされ
る。波浪は海洋災害や沿岸災害を起こす要因の 1つであ
り，波浪研究は海洋開発，沿岸開発，船舶運行などの実

用上で重要である。異常波浪，すなわち海洋波浪の中か
ら突如出現する大波高の波に関する研究が，その例であ
る。また，大気海洋相互作用過程と，その定式化は，流
れの数値モデルにおいても重要であり，海洋物理学分野
の主要研究課題の 1つとなっている（例えば，吉川・遠
藤，2017）。
波浪研究は，古くから世界各国の多くの研究者によっ

て行われてきた。国内での波浪研究の発展は，総説（例
えば，光易，2001；鳥羽，1996）や解説書（例えば，光易，
1995）で紹介されているので参照されたい。波浪に関す
る研究は，基礎的な研究から実用的な研究までさまざま
な分野で幅広く行われ，互いに深く関連しながら発展し
てきた。それらの中でも実用と最も関連するのが，波浪
の計測と推算あるいは予測に関する研究である。波浪予
測を観測によって検証し，それを予測の改良にフィード
バックすることによって，波浪研究は進展した。
海の波は，種々の周波数（波数）で，種々の方向に伝

搬する自由波の重ね合わせで表現され，波浪スペクトル
F (ω, θ)あるいは S (k)によって表現される。ここで，ω
は角周波数，k = (k cos θ, k sin θ)は水平二次元波数ベ
クトル，θは波の伝搬方向である。深水波の場合，分散
関係ω2 = gkより，S (k) = g2/(2ω3) F (ω, θ)となる。こ
こで，gは重力加速度である。波浪の代表的な波高（有
義波高）Hsは，波浪スペクトルから得られる波浪の全エ
ネルギー Eと次式で対応している。

　Hs=4E
1
2 ,  （1）

　E=
∞

0

2π

0

F (ω,θ)dθdω=
∞

-∞
S (k)dk . （2）

従って，波浪の推算・計測とは，この波浪スペクトル
F (ω, θ)を推算・計測することに対応している。
波浪スペクトルから波浪の波高，周期，波の向きが求

められる。また，波浪スペクトルの幅が狭くなる，すな
わち主要な成分波へのエネルギーの集中度が高くなると，
異常波浪の出現可能性が高くなることが指摘されている
（Waseda et al. , 2011）。従って，波浪スペクトルを計測
し，予測することは，防災の面からも重要である。
流れの影響がないところでの，波浪スペクトルの発達

に関するエネルギー平衡方程式は，直交座標系において
は，
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∂S
∂t+∇ · (CgS) =Q （3）

で表される。ここで，tは時間，∇は水平勾配を表す演算
子，Cg = ∂ω/∂kは群速度ベクトルである。Qはソース
関数で，風による入力，砕波などによる散逸，4成分波間
の共鳴などの効果の和であり，波浪スペクトルや海上風
ベクトルの関数である。
式（3）に基づく波浪推算モデルとしては，WAM（EC-
MWF, 2017），WaveWatch（Tolman et al. , 2016），
SWAN（SWAN team et al. , 2018）などが知られており，
これらのプログラムは公開されている。日本語による波
浪推算モデルの解説としては，例えば，磯崎・鈴木
（1997）がある。
波浪推算の精度は，主に海上風の推定精度に依存す

る。外洋域における海上風の観測精度は，人工衛星搭載
のセンサーによる海上風観測によって向上し，その結果，
波浪推算精度も向上した（Stopa and Cheung, 2014）。そ
の一方，沿岸域における波浪予測の精度は，外洋域に比
べて低い（Cavaleri et al. , 2018）。それは，海上風の空間
的非一様性が高い沿岸域では，海上風に依存する波浪を
高い精度で予測するのが難しいためである。
これまで，波浪スペクトル F (ω, θ)を計測するさまざ
まな装置が国内外で開発されてきた。日本国内では，波
浪スペクトルを現場計測する装置として，波高計群（Fu-
jinawa, 1975），電磁流速計（Nagata, 1964），クローバー
リーフ・ブイ（Mitsuyasu et al. , 1975）などが開発されて
きた。現在，日本国内で定常的に波浪スペクトル観測で
主に使用されているのは，海底設置型の海象計である。
ただし，海象計の設置水深は 50 m以浅に限定されてい
る。海象計は，超音波ドップラー効果を利用して水粒子
の速度ベクトル（u, v, w）を計測する。海象計による波
浪スペクトル観測では，計測された速度ベクトルの各成
分のスペクトル及び速度ベクトル 3成分のうちの 2成分
（例えば，uとw）を組み合わせたクロススペクトルを求
め，それらと波浪スペクトルの関係式（磯部ら，1984）か
ら波浪スペクトルを算出している（橋本，2006）。この海
象計などで得られる全国沿岸域の波浪状況は，全国港湾
海洋波浪情報網（NOWPHAS）によって常時，一般に公
開されている。上空からのリモートセンシングによる波

浪計測で用いられている代表的な装置には，海面高度計
と合成開口レーダがある。海面高度計は波浪スペクトル
ではなく，波高を計測する。その精度は高く（Abdalla et 
al. , 2010），波浪推算モデルの検証や再解析データセット
の作成にも活用されている（ECMWF, 2017）。合成開口
レーダでは波浪スペクトルを推定できる（佐竹ら，2002）。
これらのセンサーは，人工衛星あるいは航空機に搭載す
るものである。従って，短い時間間隔での継続的な観測
には不適切である。
陸上からのリモートセンシングによる波浪計測では，

マイクロ波レーダと短波海洋レーダが用いられている。
マイクロ波レーダには，映像レーダ（WaMoSレーダ，X
バンド）とドップラーレーダ（MIROSレーダ，Cバンド）
がある（Nieto Borge and Reichert, 2005; Magnusson and 
Gronlie, 2005）。映像レーダは，電波の海面散乱強度の分
布図（映像）の時系列から波浪スペクトルを求める。映像
レーダで波浪スペクトルの絶対値（波高）を求めるために
は，現場観測による較正を必要とする。ドップラーレー
ダは，波による海面粒子の軌道運動の速度を電波の海面
散乱に伴うドップラー効果から求め，その速度から波浪
スペクトルを推定する。従って，現場観測によるスペク
トルの絶対値を求めるための較正を必要としない。気象
庁による沿岸波浪観測は，2012年までに，超音波を用い
た波浪計からドップラーレーダに置き換えられた（池田
ら，2014）。
マイクロ波レーダの計測可能距離は，高々見通し距離
程度であり，沿岸近傍に限定される。一方，短波海洋
レーダの最大計測可能距離は，使用する電波の周波数に
依存するが，一般にはマイクロ波レーダよりも長い。こ
のため，短波海洋レーダは沿岸域の広い範囲の波浪の面
的分布を得ることができる。この結果，短波海洋レーダ
の計測結果を用いて数値モデルによる推算波浪の面的分
布を検証することも可能となる。そのため，短波海洋
レーダは，沿岸域における波浪予測精度の向上に大きく
寄与することが期待されている。

3.　短波電波の海面による後方散乱

本章では，あらゆる周波数と伝播方位についての各海
洋成分波の重ね合わせである海洋表面波スペクトル



Fig. 1　An example of Doppler spectrum. Horizontal 
axis: Normalized Doppler frequency (ωDN=ωD/ωB). 
Vertical axis: Signal intensity in dB (10 log10(P (ωD))). 
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F (ω, θ)からの短波電波の後方散乱について解説する。
水平に入射する波数ベクトル k0の電波は，海面によって
全方向に散乱される。この散乱電波は，各海洋成分波に
よって散乱された電波の重ね合わせで表される。後方散
乱（入射した方向への散乱）した電波も，各海洋成分波
によって後方散乱した電波の重ね合わせで表される。と
ころが，波数ベクトルが±2k0以外の他の海洋成分波に
よる後方散乱電波の位相は，互いにずれている。従って，
後方散乱電波を電波の照射域で積分すると，他の海洋成
分波による後方散乱への寄与はゼロとなる。これをブ
ラッグ散乱という。また散乱電波の振幅は，海洋波の位
相によって変化する。従って散乱電波の振幅は，海洋波
の周波数で変調し，散乱電波の送信電波からの周波数偏
移（ドップラー周波数）は，散乱に関与する海洋波の周波
数と等しい（Hisaki, 2003; Wen and Li, 2016）。ドップ
ラー周波数は波の位相速度によって決まる。このことか
ら，ドップラー周波数が波の周波数と等しくなることを
示すこともできる。
この散乱電波のパワースペクトルを，ドップラー周波
数の関数として表したものをドップラースペクトル（Fig. 
1）と呼ぶ。Fig. 1に示すように，ドップラースペクトル
には，正負ほぼ対照なドップラー周波数に顕著なピーク
が現れる。これらを一次散乱という。また，それ以外の
ドップラースペクトルの信号を二次散乱という。ドップ
ラー角周波数 ωDにおけるドップラースペクトル強度
P (ωD)は，角周波数 ωD，波数ベクトルが－2k0の海洋成
分波のエネルギーに比例すると考えられる。

　P (ωD) ∝ X (ωD, -2k0) （4）

ここで X (ω, k)は角周波数 ω，水平波数ベクトル kに
おける波浪スペクトルである。波浪スペクトル X (ω, k)

は，自由波成分で構成される 1次のスペクトルと束縛波
で構成される 2次のスペクトルの和，X = X1 + X2，で表
される。1次のスペクトルは，すべての自由波成分を深
水波とすると，自由波成分については，線形波の分散関
係ω = (gk)

1
2 が成り立つので，

　X1(ω, k)=
1

2 m2=±1

S1(m2k)δ(ω-m2(gk)  )
1
2  （5）

となる。ここで δはディラックのデルタ関数，k = |k|で

ある。S1(k)は海洋波の波数ベクトル kに対する 1次の波
浪スペクトルである。また，2次のスペクトルは，

　

X2(ω, k)=

1

2 m1=±1 m2=±1

+∞

-∞

+∞

-∞
Γ2

H

S1(m1k1)S1(m2k2)δ(ω-m1ω1-m2ω2)dpdq, （6）

　 (k1k2－k1 · k2)

m1m2(k1k2)  

1

2
ΓH=　[k1+k2+ (　　　 )]gk＋ω2

gk－ω21
2

 （7）

となる（Barrick and Weber, 1977; Masuda et al. , 1979）。
ここで kn = |kn|, ωn = (gkn)

1
2，(n = 1, 2)，ΓH = ΓH(ω, k, 

k1)は結合係数である。式（6）において，κ = (p, q)は p 

-q平面上のベクトル，k1 = k/2 + κ，k2 = k/2 - κで
k1 + k2 = kを満たす。この式（6），（7）は，ストークス
波における二次高調波を不規則波に拡張したものである。
ドップラースペクトルは，レーダ散乱断面積 σ (ωD)に比
例する。このレーダ散乱断面積は，以下のようになる。 

　σ1(ωD)=2
6πk04

m2=±1
S1(-2m2k0)δ(ωD-m2ωB), （8）

　

σ2(ωD)=2
6πk04

m1=±1 m2=±1

+∞

-∞

+∞

-∞
|ΓS

T|
2

S1(m1k1)S1(m2k2)δ(ωD-m1ω1-m2ω2)dpdq, （9）

　ΓS
T =Γ

S
E -iΓS

H , （10）
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で得られる。
海洋レーダの送受信電波は垂直偏波であり，電界の変

化する向きは鉛直面に沿う。従って遠方における散乱電
界の垂直偏波成分のパワースペクトルを求めることに
よって，レーダ散乱断面積を得る。レーダ散乱断面積の
式（8），（9）の詳細な導出は，Hisaki and Tokuda（2001），
久木（2001a, b）他に記述されているので参照されたい。
浅海域の場合，分散関係および式（7）を有限水深の場合
に書き換えた形となる（Barrick and Lipa, 1986）。
ドップラースペクトル P (ωD)とレーダ散乱断面積の関
係は，未知のファクターを Aとして，

　P (ωD) = P1 (ωD) + P2 (ωD), （13）

　Pn(ωD） = A σn(ωD)， n = 1, 2， （14）

と書ける。従って，観測されたドップラースペクトル
P (ωD)から式（9），（10），（12），（13），（14）をもとに
波浪スペクトル S (k)（以下，波浪スペクトルの添え字 1
は省略）を求めることができる。式（9），（10），（12）は，
波高が電波波長に比べて小さいという条件の下で導出さ
れている。従って，波高が高くなると，この理論は成り
立たない。実際に波高が高くなると，ドップラースペク
トルの形が式（9）に比べて広がった形となる（Hisaki 
and Tokuda, 1995; Wyatt, 1995）。
式（9）は積分変数 pについて対称であるので，k1 ≤ k2

とすることが可能である。そこで，式（9）の pの積分範
囲を p ≥ 0として計算し，結果を 2倍する。式（9）の符
号 (m1, m2)とドップラー周波数の関係は 

　ωD < -ωB， (m1, m2) = (-1, -1)， （15）

　-ωB < ωD < 0, (m1, m2) = (1, -1)， （16）

　0 < ωD < ωB， (m1, m2) = (-1, 1)， （17）

　ωD > ωB， (m1, m2) = (1, 1)， （18）

となる。式（9）の海洋波の波数ベクトルm1k1および波
数ベクトルm2k2と同じ波数ベクトルの電磁波と，ドップ
ラー周波数と波周波数・方向との関係は，各々，

　ΓS
H =ΓH (ωD, -2k0, k1), （11）

　
1

2
ΓS

E=　[ ]
(k1 · k0)(k2 · k0)/k02-2k1 · k2

(k1 · k2)  -k0∆
1
2

． （12）

ここで，σ1 (ωD), σ2(ωD)は 1次及び 2次のレーダ散乱断
面積で，σ (ωD) = σ1 (ωD) + σ2 (ωD)であり，各々，一次散
乱 (P1 (ωD))及 び 二 次 散 乱 (P2 (ωD)) に 対 応 す る。
ωB = (2gk0)

1
2はブラッグ角周波数で，k0 = |k0|は電波波

数である。式（9）は，式（7）と同様に，p - q平面におけ
る積分形であって，p軸を入射電波の向きとすると，
k1 = (p - k0, q)，k2 = (-p - k0, -q)となり，k1 + k2 = -2k0
である。また 式（12）の ∆は，海面の複素インピーダン
スで，その絶対値は小さい。
式（8）は，線形波の分散関係を満たす自由波成分によ

るブラッグ散乱を表す。なお，式（6）で海洋表面波の模
型に，組み込まれているストークスドリフトは，式（8）
の一次散乱のピークの位置には反映されない。式（9）
は，束縛波によるブラッグ散乱及び二重ブラッグ散乱を
表す。式（9）において，k1 + k2 = -2k0の関係式を満た
す自由波成分の組 (k1, k2)は，二次散乱に関与する。従っ
て，全ての自由波成分が散乱に関与している。式（9）を
最初に提示したのは Barrick（1971）であるが，その導出
過程を記していなかった。その後，Johnstone（1975）が，
式 (9）の導出過程を示したが，式（10）を導出していな
い。式（9）によるレーダ散乱断面積の計算手順は，Lipa 
and Barrick（1982）に記述されている。式（12）は，二
重ブラッグ散乱を表す。二重ブラッグ散乱があるため，
レーダ散乱断面積は式（4）と少し異なる。
散乱電磁界は，海面における境界条件を与えることに

よって，Maxwellの方程式から摂動法を用いて導出され
る。その手順は以下の通りである。まず，全電界を入射
電界，（鏡面）反射電界，散乱電界の和で表す。次いで，
電界に関するヘルムホルツ方程式を，電界の海面法線成
分がゼロという境界条件で解く。ここで，短波帯の電波
の場合，海面変位が電波波長より小さいと仮定し，電波
波長で規格化した海面変位で摂動展開することによって，
散乱電界を求めることができる（Rice, 1951）。遠方にお
ける散乱電界は摂動法で得られた電磁界を電波照射域
で，積分（Stratton-Chuの積分，前田，1959）すること



Fig. 2　(a) Relationship between (ωnN, θn) for n=1 
and 2, and Doppler frequencies (ωDN) for  0 < ωDN 
< 1. Solid line: (ω1N, θ1) for Eq. (19). Dashed line: 
(ω2N, θ2) for Eq. (20) . Blue:  ωDN = 0.8. Red:  
ωDN = 0.6, Green: ωDN = 0.4. Contour interval = 0.05. 
(b) Same as (a) except for ωDN > 1. Blue:  
ωDN = 1.2. Red:  ωDN = 1.4, Green: ωDN = 1.6. 

96 久木 幸治

　ωDN =  m1ω1N + 

 m2 [ω1
4
N + 2m1ω1

2
N cos(θ1 - φb) + 1] 

1
4 , （19）

　ωDN = m1[ω2
4
N+ 2m2ω2

2
N cos(θ2 - φb) + 1] 

1
4
 

+m2ω2N.   （20）

となる。ここでωDN = ωD/ωBは，規格化したドップラー
周波数である。ωnN = ωn/ωBおよび θnは，各々，海洋
波の波数ベクトルmnknと同じ波数ベクトルの電磁波に
対する規格化した周波数と波向きである (n = 1, 2)。φb

はビーム方向である。式（19）と（20）で φb = 0とした
時の，規格化したドップラー周波数と海洋波の周波数と
向きの関係を Fig. 2に示す。ただし，Fig. 2では θn ≥ 0
の範囲で示している。θn ≤ 0では ,この図と θn = 0に対
して対称となる。また，Fig. 2では，正のドップラー周
波数について示している。負のドップラー周波数の場合，
θn = 90° でこの図と対称となる。

4.　海洋レーダによる波浪研究の進展

本章では，主な波浪スペクトル推定手法について解説
する。ただし，それらの中で，公表されている情報が不
十分なため，詳細に説明できない手法と，その手法につ
いての後続研究がない手法については，概要のみを説明
する。

4.1.　一次散乱を用いた波浪研究

式（8）より，一次散乱のピークのドップラー周波数
は，ブラッグ周波数 fB = ωB/(2π)である。しかし，実際
は海洋表層の流れにより，ピークドップラー周波数は，
ブラッグ周波数とずれている。このずれを求めることに
よって，海洋表層流の速度ベクトルのレーダ視線成分を
求めることができる。
2つの一次散乱の比は式（8）より，

　 = =
P1(ωB)

P1(-ωB)

S(-2k0)
S(2k0)

D0(π+φb-θ0)
D0(φb-θ0)

 （21）

となる。ここで D0 (θ - θ0)は，角周波数 ωBの自由波成
分の伝搬方向 θ に対する方向分布関数である。
D0 (θ - θ0)の関数形を与えれば，角周波数 ωBの海洋成



97短波海洋レーダによる波浪研究の進展と課題

乱の積分値，あるいは大きな方のみの積分値のいずれか
で定義される。ここでは，いずれの場合も P2N (ωD)と書
く。
波高 Hsは，式（1），（2），（23）より 

　Hs ≃ 4
2　 (σ2(ωD)/Wd(ωDN))dωD

k0　σ1(ωD)dωD

　∞
0

　∞
0

1
2 （24）

である。
式（23），（24）における散乱断面積のドップラー周波

数による積分区間は，[-∞, 0]または [0, ∞]のどちらか
となる。実際には，SN比が高い方のドップラー周波数範
囲で積分する。式（23），（24）のWd (ωDN)は重み関数で，

　Wd(ωDN)=　  |Γs
T|
28

k02
, （25）

　
α2

α1
|Γs

T|
2
=   |Γs

T (ωD,α)|
2dα1

α2-α1  （26）

である。式（26）では α = Arctan (k2/k1)である。また，
Γs

T (ωD, α)は式（9）の Γs
Tをデルタ関数内の関係式から

ωDおよび αで表した形である。式（26）の積分範囲 [α1，
α2]は，ωDに対して，実数 (p, q)の存在条件から求めら
れる。Wd (ωDN)のグラフを Fig. 3に示す。式（9）におい
て，k2 ≃ -2k0, Γs

T ≃ Γs
Tと近似する。さらに，積分変数を

(p, q)から (ω1, θ1)に置き換えることによって，

　σ2(ωD) ≃ 27πk04S (-2m2k0) 

　　　　  |Γs
T |2 Ψ (-m1m2ωB + m1ωD) （27）

が導かれる。これと式（8）より，式（23）の近似が成り
立つ。
ドップラースペクトルの SN比が高ければ，多くの場
合，ドップラースペクトルには一次散乱の周囲に計 4つ
の二次散乱のピークが現れる（Fig. 1）。これらの二次散
乱（サイドバンドと呼ぶ）は，式（23）から，大まかには，
周波数スペクトルの形を表している。一次散乱と二次散
乱のピーク周波数の差は，海洋波の卓越周波数を表して
いる。式（24）から，二次散乱と一次散乱の比は，波高
を表している。二次散乱と一次散乱の比と波高との関係
を，現場観測と組み合わせて求める半経験的な手法が多
くの研究で採用されている（Maresca Jr. and Georges, 
1980; Heron and Heron, 1998; Ramos et al. , 2009）。卓越

分波の平均波向き θ0を求めることができる。D0 (θ)が偶
関数なら，式（21）の θ0に，レーダ方向について対称な
方向 2φb - θ0を代入しても式（21）は満たされる。この
ことは，1つのレーダビーム方向に対して左右対称に伝搬
する波を区別できないことを意味している。従って，対
称に伝播する波を区別するためには 2つのレーダビーム
が必要であり，実際の波が伝播する向きを求めるために
は，2基のレーダが必要である。
電波周波数が 24.5 MHzの海洋レーダの場合，ブラッ

グ周波数は fB = ωB/(2π) = 0.505 Hzとなる。この周波数
の風波成分波は，多くの場合，風と同じ向きに伝播する。
このため，波向き θ0は，風向を表していると考えられる
（Heron and Rose, 1986; Harlan and Georges, 1994; Fer-
nandez et al. , 1997; Huang et al. , 2004, 2012; Chu et al. , 
2015）。式（8）から風速を求めることも可能であるが，式
（14）のAを評価するための較正が必要である（Stewart 
and Barnum, 1975; Shen et al. , 2012; Kirincich, 2016）。
風波が卓越した状況下において，一次散乱から波高を求
める試み（Tian et al. , 2017）もあるが，同様な較正が必
要である。一次散乱を用いた研究は，ブラッグ周波数
（高周波）での方向分布 D0 (θ - θ0)に関する研究が主であ
る（Heron, 1987; Hisaki, 2005, 2007; Wyatt, 2012）。

4.2.　半経験的な手法

周波数スペクトル

　Ψ(ω)= F(ω,θ)dθ
2π

0

 （22）

と，レーダ散乱断面積（式（8）, （9））の間には，以下の
近似式が成り立つ（Barrick, 1977a, b）。

　

Ψ(ωB|ωDN-1|) ≃

= .

4σ2(ωD)/Wd(ωDN)

k0
2　σ1(ωD)dωD
　∞

0

4P2N(ωD)

k0
2Wd(ωDN)

 （23）

ここで，P2N (ωD)は一次散乱の積分値で規格化した二次
散乱を表す。また，一次散乱の積分値を求めるには，一
次散乱ピーク付近の極小値の間（Fig. 1の場合，-1.1 ≤ 
ωDN ≤ -0.9及び 0.9 ≤ ωDN ≤ 1.1）を積分範囲とするのが
一般的である。一次散乱の積分値は，正負両方の一次散



Fig. 3　Weight function Wd (ωDN) in Eq. （25）. 
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周期やうねり周期の推定（Forget et al. , 1981; Wang et 
al. , 2014），周波数スペクトルの半経験的な手法による推
定（Gurgel et al. , 2006; Toro et al. , 2014; Lopez et al. , 
2016）なども，式（23）を基にしたものである。また，4.5
節と 4.6節で述べる逆推定法でも，式（23），（24）が初期
推定値や低 SN比のドップラースペクトルを間引くのに
使用されている。

4.3.　初期の波浪スペクトル推定とパラメータ適合法

Lipa（1977, 1978）は，式（9），（10），（12），（13），（14）
を用いて，初めて，ドップラースペクトルから波浪スペ
クトルを逆に推定する手法を提案した。この手法では，
波浪スペクトル S (k)は ,

　S (k) = SK (k) D (θ) （28）

と置けるものとし，方向分布 D (θ)は海洋波の波数 kに
よらないものと仮定している。高波数スペクトルは k-4の
形（高周波スペクトルはω-5の形）としている。このとき，
一次及び二次散乱のピークドップラー周波数から離れた
ドップラー周波数における二次散乱について，式（9）の

波浪スペクトルの積は，k1 < k2として，

　S (k1) S (k2) = D (θ2) D (θ2) k1-4  k2-4  （29）

となる。従って，式（9）は D (θ)に関する方程式になる。
この方程式を逐次代入法によって解くと，式（9）の波浪
スペクトルの積は，二次散乱のピークドップラー周波数
付近のサイドバンドについて ,

　S (k1) S (k2) = SK (k1) D (θ2) D (θ2) k1-4  k2-4  （30）

となる。これは SK (k)についての線形方程式となり，正
則化法によって解を求めることができる。この手法は，
式（28）の仮定の妥当性に疑問があることに加え，手法
全体の頑健性にも問題がある。そのためか，Lipa氏がか
かわる CODAR社による波浪推定でも，この手法は採用
されていない。
広ビーム型レーダのレーダ散乱断面積は，ビームパ

ターンを重みとして，レーダ方向について積分した形と
なる。すなわち，広ビーム型レーダではレーダからのあ
る距離における波浪パラメータの，方角についての平均
を求めていることになる。CODAR社のシステムでは，
波浪スペクトルを，波高，周期，波向きと関連した少数
のパラメータで表現し，そのパラメータをドップラース
ペクトルに適合させることによって求めている。スペク
トルを少数のパラメータで表示する方が，多数のパラ
メータで表示するより，ドップラースペクトルの雑音に
対して頑健である（Lipa and Nyden, 2005）ため，CO-
DAR社のシステムでは，この手法が採用されている。

4.4.　線形近似による方法

ドップラースペクトルから波浪スペクトルを逆推定す
る際には，レーダ散乱断面積の式において高周波スペク
トルの形を規定する必要がある。線形近似による方法で
は，式（8）の S (-2m2k0)および式（9）の S (m2k2)にお
いて，S (k)∝ k-4とする。また，高周波スペクトルの方
向分布を，式（21）などから求める。すると，一次散乱
で規格化した二次散乱は，線形積分方程式の形に書くこ
とができる。

　
π

-π
K (ωD, θ) S (k)dθ.P2N(ωD)=  （31）
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スペクトル成分を用いる。修正は次式のようにな
る。

　　
K (ωD(m),θj)

Kmax, m

S (k)i, j =S (k)i, j

 +S (k)i, j Wn(rm -1)  （34）

ここで，nは，他のサイドバンド上の等ドップラー
周波数上にあり，(i, j)に対応する周波数（波数），
方向に最も近接した周波数（波数），方向の点の番
号である。また，mは番号 nの周波数（波数，方
向に対応するドップラー周波数の番号である。Wn

は重み係数であり，(i, j)に対応する海洋波波数と
nに対応する海洋波波数の差に反比例して変化す
る。Kmax, nはドップラー周波数 ωD (m)に対する核
関数 K (ωD (m), θ)の最大値である。

（c） 　残りの 2つのサイドバンド成分にも（b）の処理
を行い，S (k)i, jを得る。

4　残りの 3つのサイドバンド成分に 3の処理を行う。
5　S (k)i, jを方向角 θに関して重み付け平滑化する。
6　 「周波数（波数）－方向」面での近接点を用いて，

S (k)i, jを重み付け平滑化する。
7　結果を S (k)i, jとする。
8　 測定値と計算値の差が，適切な収束基準を満足する
まで，演算を 1から繰り返す。

この処理では，前述したように「周波数（波数）－方向」
面上の等ドップラー周波数線上の点におけるスペクトル
値が得られる。これらを規則的な「周波数－方向」面上
の格子点でのスペクトル値に補間する。 
このWyatt（1990）による波浪推定は，同グループに
よって多くの観測データで検証されている（Wyatt et al. , 
1999, 2011）。ただし，他の研究グループがこの手法を再
現・改良したという報告はない。この波浪推定アルゴリ
ズムは，Wyatt氏が設立した Seaview Sensing社の製品
で採用されている。 
Howell and Walsh（1993b）も，Wyatt（1990）と同様

に，線形化した式（31）から波浪スペクトルを推定する
手法を開発した。Howell and Walsh（1993b）の方法では，
波浪スペクトルを次式のようにフーリエ級数の和で表し
ている。

ここで，K (ωD, θ)は既知の核関数である。
Wyatt（1990）は，緩和法により，繰り返し計算によっ

て波浪スペクトルを推定する方法を開発した。Wyatt
（1990）の手法では，2基のレーダによる 2つのドップ
ラースペクトルを使用する。各々のドップラースペクト
ルには，4つのサイドバンドがある。そのうち，ドップ
ラー周波数が正負どちらかの 2つのサイドバンドを使用
する。従って，計 4つのサイドバンドを波浪推定に使用
する。この手法では，Fig. 2の「周波数（波数），方向」
平面における等ドップラー周波数線上で波浪スペクトル
値を求める。等ドップラー周波数線上の点は，方向に関
しては一定間隔で配置されている。一方，周波数（波数）
に関しては，規則的に配置されていない。具体的な計算
の手順は以下のようになる（Wyatt, 1990; Atanga and 
Wyatt, 1997）。
1　 波浪スペクトルの初期値 S (k)を式（31）に代入し，
ドップラースペクトルの一次散乱周辺の全サイドバン
ド成分（二次散乱成分）P2N (ωD)を計算する。 

2　 規格化したドップラースペクトルの測定値と計算値の
比 riを計算する。

　　ri=
P2N (ωD( i ))obs

P2N (ωD( i ))cal
 （32）

　 ここで，iはドップラー周波数番号である。
3　 各々のサイドバンド成分に対して，次の（a）-（c）
の演算を行う。
（a） 　各ドップラー周波数，方向に対して次式により，

S (k)i, jの修正を行う。ここで，jは波の方向の番号
である。波の周波数（あるいは波数）は，このドッ
プラー周波数の番号 iおよび方向番号 jによって決
まる。S (k)i, jは，ドップラー周波数の番号 i，方向
番号 jの海洋波の波数ベクトルに対する波浪スペ
クトルである。また，Kmax, iは，そのサイドバンド
のドップラー周波数 ωD (i)における核関数
K (ωD (i), θ)の最大値である。

　　 K (ωD( i ),θj)

Kmax, i
S (k)i, j =S (k)i, j +S (k)i, j (ri -1)  （33）

（b） 　S (k)i, jを更に修正する。その修正には，他のサ
イドバンド上にあり，S (k)i, j成分に最も近接した
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n=0

2

F (ω,θ)= [an(ω)cos(nθ)+bn(ω)sin(nθ)] （35）

式（35）は，an，bnについての過剰決定系の線形方程式
になっている。ただし，b0 = 0である。この線形方程式
は，特異値分解などで解くことができる。この手法も，
海洋レーダによる波浪推定の代表的な手法として紹介さ
れることが多い。しかし，同時期に公刊された Howell 
and Walsh（1993a）及び Gill et al.（1996）を除き，多く
のデータによる検証，改善など，この手法を検証・発展
させた研究はない。なお，Atanga and Wyatt（1997）は，
Wyatt（1990）と Howell and Walsh（1993b）の方法を比
較している。その結果によると，Wyatt（1990）の方法の
方が，波浪スペクトル推定精度は良い。これは，式（35）
では方向分布を適切に表現できないことに起因している
と考えられる。

4.5.　非線形インバージョン法

Hisaki（1996）は，式（9）－（14）から以下に述べる手
順で非線形積分方程式を解くことによって，波浪スペク
トル推定を行った。波浪スペクトルは，「周波数－方向」
面（Fig. 2）の格子点における値として与えられる。一
方，式（9）の積分は，「周波数－方向」平面上の等ドッ
プラー周波数曲線に沿って行われる。この曲線上の波浪
スペクトル値を，格子点上の波浪スペクトル値の双線形
補間によって表す。こうして，式（9）の積分は，「周波
数－方向」平面の格子点における波浪スペクトルによっ
て表わすことができる。同様に式（9）の波浪スペクトル
による微分も表わすことができる。未知数は「周波数－
方向」平面上の波浪スペクトル値である。未知数の個数
は，周波数分割数×方向分割数で，数 100個程度であ
る。この積分方程式を離散化した非線形方程式の個数
は，未知数個数よりも少ない。このため，解は一意に決
まらない。そこで，波浪スペクトル値についての先験条
件（例えば，「周波数－方向」格子において，隣り合う周
波数あるいは方向において，波浪スペクトル値の差は小
さい，など）を加える。これらの方程式から，重み付き
最小二乗法として波浪スペクトル値を求める。
Hashimoto and Tokuda（1999）は，Hisaki（1996）と

同様に非線形積分方程式（式（9））を「周波数－方向」平

面の格子点における波浪スペクトル値で離散化し，先験
条件を精緻化することによって，波浪スペクトル推定を
行っている。特に，ベイズ型モデルを導入することに
よって，重み付き最小二乗法の適切な重みを決定してい
る。これによって，解が非線形積分方程式（式（9））をほ
ぼ満たし，かつ周波数および方向に対して滑らかに変化
するという要求を満たすことになる。なお，Hashimoto 
et al.（2003）は，この手法を実際のデータに適用するこ
とによって，ドップラースペクトルの SN比が十分高け
れば，この手法によって波浪スペクトルの推定が可能で
あることを示した。また，この手法は，片岡・永松
（2016）によって浅海域にも拡張された。

4.6.　波浪方向スペクトルの不定性の除去

4.1節で述べた理由のため，一方向のドップラースペク
トルだけでは波浪方向スペクトルを求めることはできな
い。従って，4.4節と 4.5節で紹介した手法では 2基の
レーダを用いている。狭ビーム型レーダでは，レーダを
中心とした極座標上でドップラースペクトルが測定され
る。そのため，隣り合う方角の波浪スペクトルが互いに
近いという条件を用いれば，1基のレーダでも波浪方向ス
ペクトルを求めることが可能である。
1基のレーダによる波浪方向スペクトル推定を行った

のは，de Valk et al.（1999）である。この手法では，浅海
域を対象として，単調な形の海岸線を想定している。波
浪スペクトルのエネルギー平衡方程式およびドップラー
スペクトルと波浪スペクトルの線形化された関係式（式
（31））を用いる。エネルギー平衡方程式（式（3））は定常
で，ソース関数 Qとしては，海底摩擦による散逸のみを
考慮する。沖における境界条件として単純な方向分布を
持つ一様な波浪スペクトルを考える。この境界での波浪
スペクトル値を未知数とする。観測されたドップラース
ペクトルと式（31）の差が最小になるように，随伴法に
よって境界での波浪スペクトル値を求める。この手法は，
レーダの個数にかかわらず適用が可能である。ただし，
de Valk et al.（1999）は，現場観測データとの比較を 2
例のみでしか行っておらず，検証は不十分である。また，
その後の同じ研究グループによる同手法の検証・発展研
究も行われていない。 
Hisaki（2006）は，エネルギー平衡方程式（式（3））及
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社の海洋レーダである。波浪推定も CODAR社の開発し
たもの（Long et al. , 2011）だけにとどまっており，波浪
推定手法の開発研究はあまり行われていない。一方，カ
ナダでは，Howell and Walsh（1993b）以降，シミュレー
ションを主とした波浪推定手法の開発がいくつか行われ
ている（Zhang and Gill, 2006）。ただし，観測データと
の比較研究は少ない。最近の海洋レーダに関する研究
は，中国で盛んに行われている。しかし，中国での波浪
推定に関する研究は，波高を半経験的な手法で求めるよ
うな研究が主である（Chen et al. , 2013; Jin et al. , 2016）。
欧州でも，Wyatt et al.（1999, 2011）などの一連の研究を
除くと，半経験的な手法（Gurgel et al. , 2006; Lopez et 
al. , 2016）あるいは CODAR社の方法の検証が主である
（Lorente et al. , 2017; Orasi et al. , 2018）。
今後に残された課題は，海洋レーダから推測した波浪

スペクトルの信頼性が，波浪推算結果と比べて高いのか
否かを明示することである。実際の推算結果に比べて，
海洋レーダから推測した波浪パラメータの精度が高いと
は言えないのが実状である。そのため，再解析あるいは
予報海上風データを海洋レータデータから補正し，波浪
推算の改善を試みるといった研究もある（Hisaki, 2017）。
海洋レーダのドップラースペクトルの二次散乱は，雑

音の影響を受けやすい。二次散乱に影響を及ぼす雑音に
は，受信機内部の雑音の他に，外部からの自然雑音と人
工雑音がある（井口，2001）。また，船舶などによる電波
の反射や，電波照射域内で一様ではない流れも，波浪ス
ペクトル推定に用いるドップラースペクトルに影響する。
こうした適切でない信号を含んだドップラースペクトル
が波浪推定に使われていることが，海洋レーダで高い波
浪推定精度を得られない主な理由である。レーダ散乱断
面積の式（8），（9）は，Maxwellの方程式の解である。
その根拠および適用限界は，波浪平衡方程式のソース項
に比べて明解である。従って，SN比が高いドップラース
ペクトルを適切に選択して解析すれば，十分に実用に堪
える波浪観測装置になることが期待される。ただし，
ドップラースペクトルは前述のようなさまざまな要因に
よる誤差を含む。それは，信号に単純な白色雑音が重畳
するだけとは限らない。そのため，SN比が高いドップ
ラースペクトルを適切に選択するのは決して簡単ではな
い。

びドップラースペクトルと波浪スペクトルの関係式など
から，1基のレーダを用いて波浪スペクトルを推定する手
法を開発した。エネルギー平衡方程式は定常であるが，
ソース関数 Qとして第三世代波浪推算モデル，WAM 
cycle 3（WAMDI Group, 1988），と同じ式を与えている。
すなわち，風からの入力項，砕波などによる散逸項，4波
共鳴の項である。ただし，ソース関数に含まれる風ベク
トルは未知数としている。この手法では，式（9）－（14）
およびエネルギー平衡方程式（式（3））に加えて，前述し
た「周波数－方向」平面における先験条件，レーダを中
心とした極座標格子点における先験条件，二次元風ベク
トルの連続の式などを用いている。これらの式からなる
重み付き二乗和（目的関数）が最小となる解を最急降下
法によって求める。目的関数の未知数（波浪スペクトル
と風ベクトル）による勾配が必要であるが，それらも数
値差分を使わずに直接計算する。Hisaki（2005）は，この
手法による推定結果を現場観測と比較し，ドップラース
ペクトルの SN比が十分に高ければ，波浪パラメータを
推定可能なことを示している。
また，Hisaki（2015, 2016）は，レーダが 1基でも波浪
スペクトルを求められるように，この手法を改良した。2
基のレーダを使用した場合，両方のレーダがカバーする
場所でなくても，1基がカバーする場所であれば，波浪パ
ラメータを推定可能なことを示した。これらの手法の問
題点は，未知数の数が多いため，スペクトル分解能及び
空間分解能を粗くせざるを得ないことである。Hisaki
（2015, 2016）は，9 km間隔の格子点で波浪スペクトルを
求めている。9 km間隔の格子内にあるドップラースペク
トルのうち，SN比が低いものを間引いて残ったドップ
ラースペクトルを平均して波浪推定に使用している。エ
ネルギー平衡方程式などを制約条件としているため，波
浪推定域が 2つのレーダの二次散乱の SN比が共に高い
場所に限定されないという利点がある。

5.　海洋レーダを用いた波浪研究の現状と課題

本章の初めに，海外における海洋レーダを用いた波浪
研究に関する現状を紹介する。米国では多くの海洋レー
ダを展開しており，特に西海岸沿岸域のほとんどが海洋
レーダの観測域に含まれている。その多くは，CODAR
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このために考えられる方策として，二次散乱ピークの
ドップラー周波数や強度について何らかの閾値を設定す
ることが挙げられる。あるいは，高 SN比のドップラー
スペクトルのデータベースを基にして，波浪スペクトル
推定に適切なドップラースペクトルと不適切なドップ
ラースペクトルを分類することも挙げられる。高 SN比
のドップラースペクトル選択のために考えられるさまざ
まな方策を試す必要があろう。
また，当然，波高が高くなれば二次の摂動理論（式

（8），（9））は成り立たない。さらに，これを高次まで展
開しても，有用な結果が得られるとは考えにくい。それ
は，次数を 1つ増やすことで増す計算の煩雑さに比べて，
波高に対する適用範囲が大きく拡大するわけではないか
らである。波高が高い場合については，半経験的なアプ
ローチが有効である可能性がある。あるいは，海面によ
る電波散乱のシミュレーションによるアプローチも有効
であると考えられる。ただし，電波散乱のシミュレー
ションはマイクロ波ではいくつか行われているが，短波
帯の電波では殆ど行われておらず，今後の課題であろう。
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Progress and issues of ocean wave studies by 
high-frequency ocean radars

Yukiharu Hisaki‡

Abstract
　　The progress of studies on ocean waves using high-frequency (HF) ocean radars is re-
viewed. All of the free-wave components are related to the Doppler spectrum of the HF radar. 
Ocean wave spectra can be estimated using HF radars by various methods, such as the 
semiempirical method, parameter fitting method, linear inversion method, and nonlinear inver-
sion method . The semiempirical method is widely used for estimating wave parameters by 
evaluating unknown factors in the equation relating the Doppler spectrum and wave parame-
ters. The parameter fitting method is adopted in broad beam radar systems. The linear inver-
sion method is a well-known method to estimate a directional spectrum by approximating the 
nonlinear equation that relates the Doppler spectrum and wave spectrum to a linear equation. 
The nonlinear inversion method has been extensively studied in Japan. The accuracy of wave 
estimation using HF radars, and thus, coastal wave prediction, will be improved by selecting 
high signal-to-noise ratio Doppler spectra for analyses.

　　　Key words:  HF ocean radar, wave spectrum, Doppler spectrum, second-order scattering, 
inversion 
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